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No.１１９８   ２０１２年１２月２３日発行  

自治体が推進するアウトソーシング 

日本共産党議員団の法律相談 

次回は１月１２日（土）です。 

午後１時から  （要予約） 

自治体が行なうアウトソーシングは、行政 

を経営主体とみなし、人件費などの削減を第１

の目標に置いた、住民は顧客（クライアント）、

人件費はコストという考え方です。 

国もこうしたアウトソーシングを促進する

方針を打ち立て、立法化し、積極的推進を図る

よう繰り返し求めています。 

１９９８年：労働法改悪（有期雇用拡大等） 

１９９９年：独立行政法人通則法、ＰＦＩ法 

２０００年：行政改革大綱 

２００２年：構造改革特区法 

２００３年：地方独立行政法人法 、地方自治

法改正（指定管理者制度） 

さらなる有期雇用拡大の法改正 

  

２００４年：今後の行政改革の方針閣議決定 

２００５年：民間委託、指定管理者制度導入

等を盛り込んだ集中改革プラ

ンの策定・公表を求める。 

２００７年：自治体財政健全化法 

 ２００６年の夕張市の財政破たんを契機

に、２００７年に 

「財政健全化法」 

を創り、財政が悪 

化した自治体には 

財政健全化計画の 

策定を義務付けま 

した。 

 

その手法として出てきたのが、「雇用流動

化」と「企業再編・アウトソーシング」とい

う２つの流れです。 

「雇用の流動化」とは、常用雇用を不安定

雇用に置き換えること。 

「企業再編・アウトソーシング」とは、企

業の不採算部門を切り離し、競争に勝てる部

分に特化していくやり方です。 

この手法が「自治体のスリム化」を目的に、

全国の自治体で取り入れられて来ています。 

 

＝自治体アウトソーシングの 

ねらいはコスト削減と市場化＝ 

「アウトソーシング」とは「外注」を意味

し、今では主に「外部委託」を指しています。 

かつては、終身雇用、年功制、企業内労組

の３点セットを日本経済の強さの秘訣と称

してきましたが、近年、これが「高コスト」

につながるとして、やめる企業が多くなりま

した。そして、労働力を必要な時だけ使い、

いらなくなったら解雇できる仕組みがつく

られて行きました。 

 

 

いよいよ冬の到来です。 

今年は夏の大雨や海風によって、多くの

木々の葉が傷み、紅葉できませんでした。 

そんな中で、平塚球場や博物館横のイチ

ョウの木は、１２月に入り見事な黄葉となり、

通る人を和ませてくれました。 

 

 

この「ひらつか協働経営プラン２０１３

―平塚市行財政改革実施計画（素案）」に

は平成２５年度から平成２７年度までの３年間

を目途に策定された事業内容が示されてい

ます。 

１２月７日から１月７日までこの素案に対

し、パブリックコメントを募集しています。 

各公民館、ひらつか市民活動センター、

各図書館、市役所本庁舎（市政情報コーナ

ー・行財政改革推進課）、駅前市民窓口セン

ター、市役所豊原分庁舎２号館等に置かれ

ています。皆さんのご意見をお寄せ下さい。 

 

素案に示されている主な事業は 

① アウトソーシング導入推進事業 

  他市の導入状況を調査し、外部委託化

を検討する。（公立保育所運営、霊園維持

管理、その他も検討） 

② 給与計算業務等アウトソーシング導

入事業 

 平成２６年４月から実施予定（職員給与計

算および福利厚生業務） 

③ 市民窓口関連業務アウトソーシング

導入事業 

 窓口における住民票・戸籍附票の写しな

どの交付等の業務を民間委託化。 

④ 学校給食関連業務アウトソーシング

導入事業 

 平成２６年４月から学校給食共同調理場

の調理業務、各学校の給食配ぜん業務を

民間委託。 
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～ひらつか協働経営プラン２０１３（素案）～

に示された新たなアウトソーシング 

 



 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

         

 

    

   

   

    

 

 

      

      

       

 

 

 

 

 

 

                

 

 

 

 

 

 

 

                                                         

 

 

 

  

 

 

① 市税等徴収推進事業 

 納税意識の啓発、納付しやすい環境の

整備を進め、滞納者に対して督促や催

告、差押等の滞納処分の実施。 

Ｈ２５年度指標：差押件数２２０件 

          市税収納率９２．１６％ 

Ｈ２６年度指標：差押件数２３０件 

          市税収納率９２．１７％ 

Ｈ２７年度指標：差押件数２４０件 

          市税収納率９２．１８％ 

② 遊休地等市有財産有効活用事業 

市有財産の活用にかかる敷地の洗い

出しや狭小地の活用方法などの検討と売

却。 

売却または活用件数（指標）：毎年１０件 

③ 職員給与費適正化推進事業 

 特別職などの報酬等削減を含む職員

給与の見直しに取り組む。 

Ｈ２５年度：３項目、Ｈ２６年度：２項目 

④ 使用料・手数料適正化事業 

 受益者負担の原則に沿って、適正な費

用を徴収。（Ｈ２３年度～Ｈ２５年度で１０

０％検証し、Ｈ２５年度は３つの事業の使

用料・手数料の改正を行う。 

⑤ 外郭団体見直し事業 

 市の関与のあり方、団体の役割や機能

を明確化し、補助金の削減を図る。 

毎年補助金の交付内容を精査し、前

年度予算比で削減していく。毎年３団体。 

 

  

ひらつか協働経営プラン２０１３で、 

「健全な財政運営」を目的として掲げている事業 
平塚市議会 初めての「一問一答方式」 

 
⑥ 分庁舎等利活用検討事業 

新庁舎が完成し、空きスペースとなる豊

原分庁舎や、松原分庁舎の売却を含め

た利活用検討案を策定。 

Ｈ２５年度までに各施設５０％。 

⑦ 市民病院経営計画推進事業 

地域の基幹病院として、安定した経

営、良質な医療が継続的に提供され、市

民の健康維持に寄与する。 

Ｈ２５年度：救急車搬送患者受け入れ 

５５００人。 

材料費の削減、経常収支比率・医業収支

比率の改善を図る。 

⑧下水道事業地方公営企業法適用事業 

経営基盤の強化を図るとして、下水道

事業を地方公営企業法適用に移行。 

Ｈ２７年度に法適化移行を完了予定。 

⑨ 駐車場有料化推進事業 

喫緊の課題のある駐車場に、適正利

用、受益者負担の適正化等の観点から有

料化を推進する。 

総合公園や庁舎等の駐車場の管理に

関し、有料化を検討していく。 

Ｈ２５年度から毎年１施設の有料化を進

める。 
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（写真は平塚市議会のホームページより） 

平塚市議会では年４回行なわれる定例議会の初日に、市長からの議案提案があり、

２日目から５日目までが質問日となっています。 

今１２月議会に、平塚市議会では初めて「一問一答方式」が採用され、これまでの「一

括質問一括答弁方式」とどちらかを選択して質問することが出来るようになりました。 

この１２月議会では１９人の議員が質問に立ちましたが、１２人が「一問一答方式」、７

人が「一括質問一括答弁方式」を選択しました。 

傍聴された方、湘南ケーブルネットワーク（ＳＣＮ）でご覧になった方々のご感想はいか

がだったでしょうか。 

これからも、市民の皆さんにわかりやすい議会を目指してまいります。皆さんからのご

意見・ご感想をお寄せ下さい。（１面の左上に、議員団の電話・Ｆａｘ番号、メールアドレス

を掲載しています。） 

 

  

今年「自然現象」にビックリさせられました。６月の台風一過、空に大きなレンズ雲が。ま

た、きれいに晴れ渡った１１月、富士山の上から雲が。一瞬「噴火？！」と・・・。（松本） 

 


